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第章 はじめに
憲法第 92 条は、「地方自治の本旨」を謳っている。この「地方自治の
本旨」は、一般に住民自治と団体自治で構成されるといわれる。このう
ち、後者の団体自治についていえば、それは、自治立法権、自治行政
権、自治財政権、自治課税権、自治組織権などをその具体的内容とし、
最後に例示した自治組織権は、自治体が当該自治体の組織を自ら自由に
編成できる権限を意味している。こうした点で、いわゆる必置規制はこ
の自治組織権に制約を加えるものであり、自治体の団体自治にとっては
望ましくない。
分権改革以降、教育委員会はその「機能不全」や「形骸化」が指摘さ
れ、改革の必要性が唱えられてきたが、それとは多少異なる観点から、
特に行政学者は、教育行政の執行に関する教育委員会の「政治的正統
性」に疑問を提起する一方、上に述べた自治組織権を制約する教育委員
会の必置規制を問題視し、教育行政の執行を「選択制」にすべきとする
主張を展開してきた。
本稿では、この教育委員会「選択制」がとられた場合、その制度設計
に関してどのような要素を考慮する必要があるか、また、それらを考慮
した制度設計の方向はどのようになるかについて論じる
1)
。
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以下、本稿では、続く第章で、現行の教育行政の執行権限について
地方自治法（以下、「自治法」という。）と地方教育行政の組織及び運営に関
する法律（以下、「地教行法」という。）を取り上げ、法律上の執行権限の配
分を明確化する。その上で、自治体の教育行政執行は、首長と教育委員
会との「二元体制」であり、主として教育条件整備に関する事項（以下、
「外的事項」という。）について、教育委員会に対し首長による「水平的統
制」が作用していることを述べる。次に、第章では、しかし、教育内
容に関する事項（以下、「内的事項」という。）のうち、最も中核となる事項
（以下、「中核的内的事項」という。）については、首長の影響は及ばず、これ
については文科省による「垂直的統制」が及んでいることを明らかにす
る。加えて、文科省に対する政権や政権政党の政治的影響について述
べ、これを勘案した本稿のスタンスについて述べる。第章では、これ
からの自治体教育行政制度を設計する上で考慮すべきいくつかの要素を
「教育委員会論争」の中に見出し、それらについて詳述する。さらに、
第章、第章では、それぞれ首長、教育委員会が教育行政を執行する
場合の制度設計の方向を素描する。続く第章では、中長期的な視点に
立ち、第の選択肢として、「特定目的政府」としての「教育政府」構
想を提示し、第章で、これまでの議論を総括する。
第章 現行の自治体教育行政執行体制
─「外的事項」に対する首長の「水平的統制」
現行の自治体教育行政の執行については、主として地教行法に規定さ
れ、首長と教育委員会とのいわば「二元体制」が謳われている。ただ
し、同法では、教育委員会の職務権限について 19 項目を規定している
（21 条）のに対し、首長のそれは、わずか項目（大綱の策定を含めると
項目）に過ぎず（22 条）、これをもって、自治体における教育行政の執行
は教育委員会が中心になって担われているとの解釈が一般的となってい
る。換言すると、首長の教育行政執行権はごく一部に限られるとの見方
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が支配的だといえよう。しかし、地方自治制度の基本を規定した自治法
も勘案しながら首長の教育行政執行権を見ると、それは相当広範にわた
っていることが理解できる。今後の自治体の教育行政執行制度の設計に
あたっては、最初にこの「事実」を確認しておく必要がある。
首長は当該自治体を統轄し、これを代表する地位にある（自治法 147
条）。ここでの「統轄」は、当該自治体の全般にわたって首長が「総合
的統一」を確保する権限を有することを意味するため、教育委員会も首
長によるこの制約のもとで教育行政を執行することになる。この「統轄
権」に基づいた首長による調整は、以下で述べる各事項全般に及ぶが、
その具体的調整機構として、各自治体には（名称は様々であるが）「庁議」
や「調整会議」なるものが設置されている。「庁議」は首長を頂点とす
る「行政執行機関の内部的補助機構として運営される会議体の最高管理
組織」であり、その機能は「行政庁の内部において最高段階の意志の統
一と透徹のために・・・・政策形成段階からその執行過程にわたって調
整及び統制」を行うことにある（田中 1965:339,403）。この「庁議」には
首長配下の副知事（副市町村長）、部局長のほか、府県の場合公営企業管
理者や警察本部長なども加わり、教育委員会からは教育長、教育次長
（特に教育長が教育職出身である場合）などが構成員となることが一般的であ
る。この「庁議」において、教育委員会の政策・制度が他の政策領域と
異なるベクトルとならないよう調整されることになる。ただし、「庁議」
は、国における閣議にも似て形式的な色彩が強く、多くの場合、「庁議」
の前段階で関係者間の「調整会議」（これも名称は様々である。）が開かれ、
「庁議に代わって実質的な調整機能を果た」している（江口 1994:150）。教
育委員会における案件については、「庁議」開催の前に、教育長、教育
次長、事務局の関係課長などが、首長部局幹部（調整所管部局長、調整所管
課長、調整担当主幹のほか、予算が絡む場合には財政担当課長等）と調整を重ね、
そこでの調整結果は、教育長・教育次長等による「首長レク」（「レク」
はレクチャーの略の実務用語）という形で首長に報告され、必要な指示を受
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けることになる。そして、「首長レク」による微修正を施した案件が、
「庁議」にかけられることになるのである。「庁議」には、通常、審議事
項と報告事項があり、前者については形式的審議がなされるが、実質的
には「首長レク」の段階で既に決定を見ている。教育委員会所管の案件
についても、重要案件については基本的に同様である。こうした首長の
「統轄権」は、以下の各首長権限の基底をなすことになる。
第に、首長は教育委員会予算についても、その編成権及び成立後の
執行権を有し、教育委員会はこれらの権限を持たない（自治法 149 条
号、180条の 6,1号、地教行法 22 条号）。1948年制定の教育委員会法によ
る公選制教育委員会時代には、教育委員会は自らが編成した予算を首長
に送付するとともに、首長がその予算を減額した場合には、その理由を
附記した上で教育委員会の原案と合わせて議会に諮る「二本建て予算制
度」がとられていたが、1956年に地教行法が制定され任命制教育委員
会となった際に、教育委員会はこの権限を喪失した。予算成立後の執行
についても首長の権限となり、支出負担行為、支出命令、さらには、収
入調定などは全て首長の権限となった。ただ、予算執行・収入調定など
については、実際には補助執行という形で教育委員会が行っているが
（新藤 1997:259）、法的には、教育委員会にかかる予算編成権及び執行権は
首長の権限である。
第に、議決事件である教育委員会にかかる条例案の作成も首長の権
限である（自治法 149 条項）。公選制教育委員会の時代には、教育委員
会は自らに関わる条例の原案を作成し、それを首長に送付する権限を持
ち、首長が当該原案を修正した場合には、首長は教育委員会の原案とと
もにその修正に対する教育委員会の意見を附記した上で条例案の議決を
経ることとなっていたが、現在では、条例案の作成など議決事件のすべ
ての議案提出権が首長の権限となった（自治法 149 条号）。
第に、首長は公有財産の効率的運用を図るために、公有財産に関し
総合調整権を有する（自治法 238条の）とともに、その一環として、学
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校、その他の教育機関の用に供する財産である教育財産を取得し処分す
る権限も有し（自治法 149号、号、地教行法 22 条号）、教育委員会は管理
権を有するに過ぎない（地教行法 21 条号）。したがって、学校等教育施
設の新設・統廃合などについては、首長主導で進められることになる。
なぜなら、これらは、予算付与・予算執行が大きく関わる上に、基本的
には条例事項であり、また用地取得・建物建築・建物除却にかかる契約
（支出負担行為）も首長の権限だからである。
第に、首長は、自らの統轄の下に自治体組織を系統的に構成し、相
互の連絡を図りながら一体として行政機能を発揮させなければならない
（自治法 138条の 3,1 項及び項）ことから、首長はこれに基づく総合調整
権を有することになっている（自治法 138条の 3,3項）。また、これとの関
連で首長は教育委員会事務局等の組織編成や職員定数に関して総合調整
権を有する（自治法 183条の）。これは、教育委員会が独自に組織規模
を拡大したり、職員定数を増大することができないことを意味してい
る。要するに教育委員会は自主的な組織編成権を持たないのである。
第に、法的には、教育委員会はその事務局職員及び学校その他の教
育機関の教職員の人事権を有するが（地教行法 21 条号）、特に事務局の
半数前後を占める行政職職員と学校等教育機関の行政職職員の人事につ
いては、首長部局職員人事の一環として行われ、実質的権限は首長にあ
るといってよい。基本的には事務局等の行政職職員は首長部局から教育
委員会への出向という形をとるが、〜年在籍した後には再び首長部
局に戻るため、これらの職員のポストが首長の人事権に組み込まれてい
るのは、むしろ当然といってよい。首長部局における教育委員会事務局
への出向者名簿には、当然のことながら出向先の所属・ポストは記載さ
れないが、この名簿と同時に作成される教育委員会側の受け入れ名簿に
は、具体的な所属・ポストが記載されているのである。教育委員会から
知事部局への出向についても同様である。
これらに加えて、第に、首長は教育に関する大綱の策定権を有する
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ほか、2014年の地教行法の大幅改正によって大綱の策定などに関する
協議・調整の場として総合教育会議を主宰することとなった（地教行法
条の 4,1 項）。
以上に見てきたように、自治体の教育行政執行において、首長は「外
的事項」を中心に、広範にわたる教育行政執行権限を有している。しか
も、「内的事項」についてもその多くが予算・公有財産を必要とし事務
局の組織編成・事務局人事によって影響を受ける。要するに、ヒト・モ
ノ・カネによって、首長は教育委員会を（同一自治体内で）「水平的」に
統制しつつ
2)3
、自らも相当程度を執行しているのである。換言すると、自
治体の教育行政執行に関しては、教育委員会と首長との「二元体制」と
なっている上に、首長が教育委員会に対し「水平的統制」を行使してい
るということになる。こうした体制を、筆者は「自治法─地教行法体
制」と呼ぶことにしたい
4)
。
しかし、教育行政については、教育委員会への批判が集中し、首長の
中には、教育委員会の「機能不全」や「形骸化」を唱え、その廃止を主
張する者も少なくない。首長は、教育行政の片方の執行機関であり、ヒ
ト・モノ・カネによって教育委員会に「水平的統制」を行使しているに
も関わらず、である。
第章 教育行政の「中核的内的事項」に関する文科省によ
る「垂直的統制」
前章で見たように、首長による「水平的統制」は、基本的には「外的
事項」に関する統制が中心であり、「内的事項」に関する統制は一部に
とどまり、教育課程、学習指導、生徒指導などの、「内的事項」の中で
も「中核的内的事項」にまでは及ばないといってよい。それでは、「中
核的内的事項」に関して、教育委員会は独自性を発揮することができる
のであろうか。これについては、新藤が指摘するように教育委員会は文
科省初等中等教育局─都道府県教育委員会─市町村教育委員会─学校に
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至る「タテの行政系列」を透徹した「垂直的行政統制」が支配している
との見方が妥当だと思われる（新藤 2005:49）。この「タテの行政系列」
の根底に存在するのは、「精神的権威を有する主体の専門的・技術的な
指導、助言、勧告に客体は従うべきとの論理」であり、教育行政におい
ては、「この論理を共有した上意下達のチャネルが築かれ」てきた。あ
るいは、戦後教育行政制度においては、「教育における民衆統制を一種
の『隠れ蓑』として『精神的権威』に服従する集権的かつ権威主義的な
指導・助言体制」が構築されてきた（新藤 2005:51）。
しかし、この「垂直的行政統制」は、上方から下方への単純・一方的
なものではなく、それを中軸にしながらも下方に位置するアクター（自
治体の教育長・教育職員等）が上方（文科省初等中等教育局）に連携・協力す
る形で保たれてきた。いわば、政策共同体によって「タテの行政系列」
に磨きがかけられてきたのである。青木によれば、教育行政領域は政策
共同体の典型であって、そこに関与するアクターも、文科省、教育委員
会、学校、教員、教育研究者などに固定されており、他の政策領域のア
クターによる影響から遮断されてきたという（青木 2008:14-5）。
こうした政策共同体構成員の連携・協力によって、文科省は実に広範
にわたる指導・助言・援助を効果的に遂行することを可能としてきた。
現場教員の文科省への出向による学習指導要領の実質的作成や全国都道
府県教育長協議会による学習の手引き書の研究・作成などがその好例で
あろう
5)
。地教行法には、文科省（文科大臣）の指導・助言・援助項目が
例示されているが（地教行法 48条項）、その例示は極めて「包括的」で
ある（教育行政制度研究会 2006:3）。しかし、この中軸をなすものは、教育
課程、学習指導、生徒指導、職業指導、教科書・教材の取り扱いなど、
いわゆる「中核的内的事項」なのである。これらについては、教育委員
会に対する首長の「水平的統制」は及ばないのであり、政策共同体を形
成しながら、事実上のエージェンシー化という形で（青木 2008:17
6)
）文科
省が「垂直的統制」を行使しているのである。
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ただ、文科省は自らの意思で「中核的内的事項」の全てを決定・変更
できる訳ではない。この「中核的内的事項」に強い影響力を行使してい
るのは、政権と政権政党である。一例を挙げよう。旧民主党政権時代の
2012 年 10 月に安倍晋三自民党総裁は、その直属の機関として党内に
「教育再生実行本部」を設置した。その後、同年 12月、政権を奪還した
安倍首相（第二次安倍政権）は、2013年月に自らを議長とし内閣官房長
官、文科大臣（教育再生担当大臣を兼務）、有識者で構成される「教育再生
実行会議」を設置した。この会議は、2013 年月 26 日の「第一次提
言」（「いじめ問題への対応について」）を皮切りに、10 月 31日までのわずか
か月の間に、新自由主義・新保守主義のイデオロギーを鮮明に打ち出
した提言を四次にわたって公にした。第一次提言では道徳の教科化が提
言され、文科省では「道徳教育の充実に関する懇談会」を設置し、その
「報告書」によって道徳の教科化を推進していった。教科書検定におい
ても、官邸の意向を受け、文科省は「教科用図書検定調査審議会」に
「教科用図書検定基準等の改正」等を審議要請した。これは、日ごろか
ら安倍首相が唱えている「自虐史観」からの脱却が主眼であった。ま
た、2013年月 15 日公表の第二次提言は「教育委員会等の在り方につ
いて」であったが、この提言が後の中教審の議論を方向づけ、2014年
地教行法大幅改正として結実した。
これらの例示は、ごく一部に過ぎないが、文科省だけでは「中核的内
的事項」や抜本的教育（制度）改革に踏み切れないことを示している。
これを裏付けるように、前川喜平（元文部省初等中等教育局教職員課長、元文
科事務次官）は、政権を持つ政治勢力がそのイデオロギーを公教育に反
映させようとし、教育の中立性の要請とのせめぎ合いや現場のニーズと
の乖離が起こり、文部省（文科省）自体も「政治」と「教育」の狭間で
苦悩していることを率直に吐露している（前川 2002:198-	）。要するに、
文科省は政権と政権政党の意向を反映させざるを得ないし、それを支え
る政治構造が現に存在するということになるのである（村松 2000:59）。
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こうしたことを憂慮して、新藤は文科省初等中等教育局を廃止し、内
閣からの独立性の高い行政委員会としての中央教育委員会（仮称）を設
置し、基礎教育におけるナショナル・スタンダードの調査・研究とガイ
ドラインの提示を担うべきことを主張している（新藤 2013:208）。確か
に、中央の教育行政制度を特定の政党や個人の政治的イデオロギーの影
響から遠ざける改革を抜きにして、自治体の教育行政制度を設計するこ
とにはさほど意味があるとは思えない。したがって、以下では、中央の
教育行政制度に関してこうした改革（新藤の主張と同じであるべきというこ
とはない。）が平行して行われることを前提としたい
7)
。
第章 教育委員会「選択」制度における考慮要素
これまでの「教育委員会論争」では、一部の例外はあるが、行政学者
は、教育委員会制度の廃止（首長部局による教育行政の全面執行）（例えば、新
藤 2013など）または教育委員会必置規制の廃止（教育委員会による教育行政
執行と首長による教育行政執行のいずれかの「選択制」）（例えば、森田 2005、伊藤
2006bなど）を主張する一方、教育学者・教育行政学者は、その主張に若
干の相違はあるが、教育委員会の「機能不全」の是正ないし機能強化に
よる「形骸化」からの脱却を主張してきたように思われる（例えば、中嶋
2009 ほか）。次に、これらの「教育委員会論争」の中で主張された教育
行政に関する考慮要素を提示し、以下で、今後の自治体教育行政の制度
設計の方向を検討する際に勘案することとしたい。
第の要素は、「総合性」ないし「総合行政」である。行政学者は、
教育行政という広範な領域を、職務権限上首長から独立した教育委員会
が執行するという現在の制度では分権改革の主要な目的の一つであった
自治体における「総合行政」の実現
8)
を阻害していると主張する。教育行
政は、首長が所管する他の政策領域の諸問題と密接に関連しているた
め、これを教育委員会の職務権限としておくことは、行政の「総合性」
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という観点から望ましくないというのである。したがって、この「総合
性」確保の主張は首長による教育行政の執行と強く結びつくことにな
る。後にも述べるが、首長による教育行政執行という制度設計が「総合
性」確保のための唯一の設計ではないが、自治体における教育行政制度
については、行政の「総合性」という要素を検討すべきことは確かだと
いえよう。
第に、これも行政学者から主張されている組織の「選択制」の要請
である。周知のように、特に第一次分権改革では、権限移譲戦略ではな
く、国の関与廃止・縮小戦略がとられた。この意味で、機関委任事務制
度の廃止は国の関与の廃止にかかわる最大の成果であった。さらに、こ
の戦略に即していくつかの必置規制（伊藤は、これを「政府間規制」と称し
ている（伊藤 2005）。）の廃止・緩和は実現したが、教育行政における教育
委員会の必置は今も残っており問題であると主張される。冒頭でも述べ
たが、憲法第 92 条に謳われている「地方自治の本旨」は、通説に従う
と住民自治と団体自治からなるが、後者の団体自治には、自治立法権、
自治行政権、自治財政権などとともに、自治組織権が含まれる。教育委
員会の必置規制は、この自治組織権に大きな制約を加える。こうした主
張からは、教育行政の執行を首長が担うか教育委員会が担うかは、それ
ぞれの自治体の「選択」に任せればよいという意見が表明されることに
なる。自治体の自治組織権を強化するために「選択」という要素を考慮
せよということである。本稿でも、こうした考え方に立脚し、以下の議
論では「選択制」を前提とする。
第は、「民主性」・「政治的正統性」の要素である。行政学者からは
概ね次のように主張される。自治体の首長は公選で選ばれており、首長
による行政執行は、住民からの信託に基づくものである。その意味で、
首長は行政執行について「政治的正統性」を有する存在である。それに
対し教育委員は議会同意を得た上で首長に任命され教育行政を執行して
いるに過ぎず、その意味では「民主性」あるいは「政治的正統性」とい
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う要素が希薄であるというものである。対して、教育学者・教育行政学
者からは、教育行政は様々な選好（preference）を持つ「素人」の委員か
らなる教育委員会が、「専門家」教育長の助言・援助を受けながら意思
決定を行い、その意思決定に基づき、委員会の指揮監督の下に「専門
家」教育長が教育行政を執行していく「レイマン・コントロール」（lay-
man control）と「専門家リーダーシップ」（professional leadership ）の均衡
による「民衆統制」という仕組みからなるのであり（小川 2010:149-150）、
この仕組みは、首長の強大な政治権力に対する危惧の念を払拭（緩和）
し、「政治選挙とそれによって政治的正統性をあたえられた首長・議会
を通じる政治ルートだけで教育論議を行うのではなく、利害関係の調整
と駆け引きから一歩距離をおいて、教育の『公論』を正面から闘わす教
育ルートが、自治体政府内の政策をめぐる競合を生み出し、より自由で
ダイナミックな教育行政が可能となる」ことに貢献すると主張されるこ
とになる（小川 2006:144）。また、多くの教育学者・教育行政学者は、そ
れを追求するとなると実現性などの点で意見が分かれるものの、「民衆
統制」の観点から公選制教育委員会を理想としている。
実は「政治的正統性」については、政治学の分野で次のような議論が
なされている。すなわち、EU の正統性を論じたフリッツ・シャルフ
（F. Scharpf）は、正統性には「入力志向の正統性（input-oriented legiti-
macy）」と「出力志向の正統性（output-oriented legitimacy）」があるとす
る。入力志向の正統性は、シャルフによると、「『人民による統治』を強
調する。政治的な選択は『人民の意志』を反映する場合、そして反映す
るがゆえに正統である。つまり、それらの選択は、ある共同体の成員の
真の選好に由来している場合、正統とされる」。出力志向の正統性は、
「『人民のための統治』を強調する。ここでは、政治的な選択は、当該有
権者層に共通の福祉を効果的に推進する場合、そして推進するがゆえに
正統である」ということになる（Scharpf 1999:6=遠藤 2002:133
9)
）。
こうした主張に則して考えると、正統性は、「公選」という入力段階
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だけでなく、「公選」で選ばれた者が出力段階で真に有権者の選好に合
致した教育政策の効果を生み出している場合に存在するということにな
る。つまり、これまでの議論は入力段階の正統性だけに重きを置き、出
力段階の正統性を無視していたことになる。このように考えると、「公
選」首長であっても住民の望む教育成果を出していない者は、住民の望
む教育成果を出している教育委員会よりも正統性があるとはいえない場
合もあるということになる。教育行政学者の小川は、自治体の首長は住
民の直接選挙で選ばれるため、自治体の教育行政の責任・権限は「政治
的正統性」を有する首長が保持するとの主張に疑義を差し挟むことは難
しいと述べる（小川 2010:197）とともに、「自治体教育行政の関係機関の
間で過度ともいえる相互の均衡・抑制を生み出している現行の権限配分
のしくみを、首長サイドにシフトする形で見直し、首長を中心に教育行
政の諸権限を再編成することが妥当な改革方向である」とするが（小川
2010:198）、出力志向の正統性まで考慮に入れると、単純にそうともいえ
なくなってくるのである。さらにいえば、児童・生徒は選挙権を持たな
いのであるから、教育行政に関して「公選」を金科玉条のごとく強調し
過ぎることには問題がない訳ではない。いずれにしても、当然ではある
が「民主性」・「政治的正統性」は制度設計において考慮すべき最重要要
因であるという認識は、いかなる立場でも共有されているといえよう。
第は、「政治的中立性」の要素である。これは主として、教育学
者・教育行政学者の側から強く主張される。教育行政は、人格が未完成
の児童・生徒の人格の完成を目的として、その「精神作用」に直接の影
響を及ぼす教育に直接・間接に関与する行政領域である。このため、教
育行政には特定の党派・個人の政治的イデオロギーが注入されてはなら
ないということになる。分権改革によって、国の関与は廃止・縮小さ
れ、部分的に権限の移譲もなされた。このことは従来から首長が持つ予
算編成権・執行権等と結びつくことによってその権限を相当程度増大さ
せた。これによって、首長がそのイデオロギーに基づき、所掌外の教育
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行政に関与することが多くなるという危惧も抱かれ、そうした危惧は現
実のものとなった
10)
。もちろん、教育行政が首長や議会とは無縁の「超然
的存在」、あるいは「政治的に無色透明の存在」を意味している訳では
ないことはいうまでもないが（伊藤 2006a:16）、自治体の教育行政制度を
考える上で、「政治的中立性」の確保は考慮すべき重要な要素であろう。
第は、教育・教育行政の持つ「特殊専門性」である。森田は、教育
行政も、例えば国土管理、警察、福祉などの他の政策領域が固有の性格
を持つのと同様の意味での特殊性を持つが、共通する要素が多いことか
ら特段の特殊性があるとはいえないとし、教育行政固有の特殊性を相対
化している（森田 2007:96-7
11)
）。しかし、「政治的中立性」の箇所でも指摘
したように、教育行政は、未だ人格の完成を見ていない児童・生徒の人
格の完成に向けて行われ彼らの「精神作用」に関わる教育、あるいは、
教師と子どもとの人格的接触による子どもの内面的価値形成という教育
（村上 2015:13）に直接・間接に関与する行政領域である。そして、教育
行政の領域は、医学や土木工学などの極めて高度の知識・技術を必要と
する医療分野・土木分野などを担う人材を育成する基礎となり各政策領
域の根幹を形成する（同列ではない）いわば「下部構造」的位置付けにあ
る。そうした意味で、教育行政は「特殊専門性」に立脚するといってよ
いのではないか。教育委員会法では教育長や指導主事の免許制を謳い、
教育職員免許法によってその具体的資格が決められていた（千々布 1995:
39-40）ことは、この領域の「特殊専門性」が強く認識されていたと見て
よい。もちろん、新藤が指摘するように、それが「『専門的・技術的』
『指導・助言』と勧告が容易に伝達され、機能する構造」ないし「『精神
的権威』に服従する集権的かつ権威主義的な指導・助言体制」、「情況追
随的な『指導・助言』を閉鎖的な空間のなかで『従順』に具体化してい
くタテの行政系列」という形で作用していくことには大いに問題がある
が（新藤 2005:51,54）、その新藤も教育における専門技術的知識に基づく
科学性は認めているのである（新藤 2005:56）。大半の行政学者の見解に
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も関わらず、教育行政の「特殊専門性」は考慮すべき要素なのである。
以上のほか、教育行政については、「継続性」、「安定性」なども考慮
すべき要素であるが、これらについては、上に掲げた諸要素の考慮に一
定の仕組みを導入することによって確保可能であると考えられること、
また議論をいたずらに複雑化しないよう、本稿では特に取り上げないこ
ととする。
それにしても、上に掲げた諸要素は、できる限り考慮すべきというこ
とになるが、場合によっては相互にトレード・オフの関係にあるものも
あるため、全ての要素を「理想的」に加味することは困難である。この
ため、具体的な制度設計においては、このトレード・オフ関係を緩和す
る様々な「緩衝装置」や「調整装置」を付加することが重要になってく
る。
第章 首長による教育行政執行における制度設計の方向
本章では、前章で掲げた諸要素を考慮しながら、首長による教育行政
執行制度について、その方向性を見ていくこととしたい。ただし、第
の「選択制」については、既に本稿が採用している立場であるため、以
下の議論では基本的に省略することになる。
首長による教育行政執行制度においては、現在の「外的事項」に加え
て、ナショナル・レベルにおいて定めるべき事項を除く相当程度の「内
的事項」も首長権限となることから、第の「総合性」は形式的には確
保されることになる。もっとも、ここでいう「総合性」は、首長への教
育行政執行権限の（ナショナル・レベルの権限を除く）「一元化」を意味して
いる。この「一元化」によって、自治体における「総合行政」は実現す
るかのように思えなくもない。しかし、「一元行政」と「総合行政」は
その外延部は必ずしも同一ではなく、「総合行政」の手法は一種の協力
方式（いわば、ネットワーク方式）であるといってよい（長田・尾形 1986:
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76）。確かに、複雑化した現代の諸問題の多くは、複数の領域・機関に
関わるため、領域・機関相互間の協力・調整はむしろ自然である。わが
国の事務の「融合性」を横に置くにしても、自治体における現実の公共
サービスの供給は、広域行政機構や地方独立行政法人、出資法人等や包
括外部委託等によって実施されている部分も多い。さらに、今日では、
政策立案・実施におけるガバナンス（協治・共治）も叫ばれており、協
力・調整事項は実に多岐にわたっている。要するに、「一元化」を行っ
ても、協力・調整という行為は消滅する訳ではなく、内在的・外在的
「調整装置」を具備しておく必要がある。
第の「民主性」については、公選で「政治的正統性」を有する首長
が直接教育行政を執行するため、一般的には改善されると考える向きが
多いだろう。しかし、前にも述べたように、単純に「公選＝民主的」と
考えることはできない。I.M.ヤングのいうように、「民主主義的決定は、
それによって影響を受けるすべての人びとが議論と決定作成に包摂され
る場合にのみ規範的に正統的である」（Young 2000:23）ということは理
想であるにしても、教育大綱の策定時や子どもの教育権に大きく関わる
政策転換・制度変更などの際には、教育フォーラム（日本版討議型世論調
査や日本型プラーヌンクスツェレ（計画細胞会議）等）を開催するなど様々な
「熟議装置」を組み込むことによって住民の選好をバランス良く反映し
た教育行政が行われるように配慮することが必要である。「民主性」の
確保は、こうした「熟議装置」の設計にかかっているといっても過言で
はない。
また、学校現場に大幅な権限を移譲し、学校単位及び複数学校を基本
とした教育運営・学校管理組織を条例に基づいて設置すべきである。こ
の組織は学校関係者で構成され、定期・不定期の教育懇談会を開催する
とともに、様々な意見聴取の機会を設けるべきである。
首長の教育行政執行によって、第の「政治的中立性」が阻害される
可能性は拡大する。特に、新たに首長は（中央の教育行政機構の権限を除い
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て）「中核的内的事項」についても執行権限を有することになるため、
こうした事項への首長の意図的な政治イデオロギー的関与の潜在性は著
しく高まる。したがって、この制度を「選択」した場合、内在的・非制
度的観点から首長自身の謙抑的意識醸成も極めて重要になるが、制度面
での何らかの「緩衝装置」が不可欠となる。この「緩衝装置」としては
自治体によって様々なものを考えてよいが、一つ例として首長による教
育行政執行の政治的中立性等を監視する「教育監視委員会」（仮称）の設
置が考えられる。この「教育監視委員会」は、条例によって設置される
合議制機関であり、その構成員は公募制・議会の選任などによる有識
者・保護者等とし、調査権、勧告権、意見表明権等が付与されるべきで
ある。当該委員会は監視の結果について、また首長は委員会の監視結果
を踏まえて改善した措置等について議会・住民に公表することが重要で
ある。これは、外部監視機構であるが、日常的には、教育職等による
「内部監視体制」を整えておき（一つの部署としてもよい）、これが先の外
部監視機構を補完することが必要であろう。また住民との教育懇話会等
で自らの教育行政執行を政治的中立の観点から説明する機会や、直接の
ステイクホルダー（stakeholder）である子どもや保護者との意見交換会
なども必要となるであろう。重要なことは、これらの「装置」が連関し
て機能するよう慎重に設計を行うことである。
第の「特殊専門性」については、首長配下の「教育部」を教育職と
一般行政職の混成組織とし、教育職については教員出身者だけでなく教
育・教育行政の専門家や関連領域の専門家を外部から招き配置すべきで
ある。中央の教育行政制度の改革によって、自治体は「中核的内的事
項」についても、その大半を自ら考案することになるため、それに即し
た専門部署の配置や教職員の研修の質的転換も必要となる。また地域の
独自性を踏まえた教育内容について、学校の教員等と協働して考える
「仕組み」が必要となろう。
このように考えてくると、首長下の「教育部」はその他の部局とはか
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なり異なった装置・施設が必要となってくることが分かる。特に、「政
治的中立性」を確保するための設計は極めて重要となる。ただ「一元
化」を唱えているだけでは具体的課題は見えてこないことが分かる。
第章 教育委員会による教育行政執行における制度設計の
方向
「選択制」であるから、自治体は、教育委員会による教育行政の執行
を選択することもできる。しかし、その場合であっても筆者は、教育委
員会の権限は学校教育の分野に限定すべきと考える。いわゆる社会教育
12)
や社会体育、スポーツ、文化、文化財保護などについては、第章で列
挙した要素のうち、「政治的中立性」や「特殊専門性」といった要素を
強く考慮する必要はないと思うからである
13)
。
教育委員会の権限を学校教育分野に限定した場合であっても、第の
「総合性」に関しては首長の直接執行の場合より「分立的」となるが、
その分立の程度は各自治体が条例によって定めることとし、首長と教育
委員会との「調整機構」の設置は不可欠となろう。この「調整機構」
は、その設置形態・構成員・調整事項・調整手法・開催頻度等に関して
現行の総合教育会議を大幅に修正・改組した形で設置することが効率
的・効果的だと思われる。分立の程度の決定にあたっては、現在の「二
元体制」をそのまま堅持しても良いが、大幅に見直すことを考えてもよ
い。例えば、首長は当該自治体の「統轄権」を有するので、教育委員会
も基本的にはこれに服すべきであるが、教育委員会法時代のように、教
育予算原案の策定権や教育関連条例原案の策定権を有するものとしても
よいだろう。ただし、教育委員会の原案と首長の査定・意見が大きく異
なった場合には、「調整機構」において調整するものとし、議会への予
算案や条例案の提出については一本化を図ることが現実的であろう。予
算執行や支出負担行為、収入調定などは、補助執行という形で現在でも
教育委員会が行っていることから、これらについては教育委員会の権限
これからの自治体教育行政の制度設計に関する試論
17
とすべきであろう。
第の「民主性」については、教育委員会という「複数性」の意思決
定機構が効果的に作動する仕組みを付加することが必要である。その
際、レイマン・コントロールとプロフェッショナル・リーダーシップの
均衡という教育委員会制度の根底にあるとされる「原理」に必ずしもこ
だわる必要はなく、教育委員会議は、各自治体の判断で教育・教育行政
の専門家を中心としたものに変えてもよいと思われる。「複数性」を構
成する教育委員の選任については、議会同意の首長による任命制では
「政治的正統性」が希薄であると考える自治体においては（財政力にもよ
るが）、公選制、準公選制、公募制など各自治体が「適当」と考える方
法で選任したらよい。当然ながら、委員の数（「複数性」の程度）は任意
であり、条例に記載すべきである。
こうしたことを考えると、この制度を選択しても、教育委員会主催の
熟議型討論会などの「制度的熟議装置」は必要であるが、最も必要なこ
とは教育委員会自体の公開フォーラム化である。堀は、教育行政が地域
に開かれ教育問題が広く地域の公共的争点として論議の対象となること
の必要性を指摘し、教育委員会を、地域の教育問題を自由に討論できる
アリーナに変えるべきことを主張しているが（堀 2001:24）、その通りで
あろう。
また、月並みではあるが、「移動教育委員会」、さらには教育・教育行
政に関する意識調査・満足度調査の実施・分析、その上での事業化、学
校現場の意見を吸い上げるための「仕組み」なども、「民主性」の強化
に貢献するであろう。
第の「政治的中立性」についてである。教育委員会による教育行政
執行を選択すれば「政治的中立性」が確保できると単純に考えてはなら
ない。既に第章で述べたように、自治体においては、教育行政は首長
と教育委員会の「二元体制」であり、首長は、自らが有する権限を経由
して教育委員会の有する「内的事項」に関する権限に政治的イデオロギ
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ーに基づく関与を行うことが可能だからである。また、公選制教育委員
会時代には、東西冷戦の影響もあり、教職員組合は自らが支持する候補
者を教育委員会に送り込み、教育委員会はさながら東西のイデオロギー
を戦わす「戦場」になったという。既に東西冷戦は過去のものとなって
はいるが、教育委員を公選にすれば教育行政の「中立性」が確保できる
と主張するのはナイーブに過ぎよう。教育・教育行政に関する選挙とは
いえ、選挙ほど「政治的なるもの」は存在しないからである。伊藤は、
「教育委員の公募制・公選制は、教育委員会の『政治的活性化』をもた
らす可能性が高」く、それは「教育をめぐる『討議デモクラシー』（de-
liberative democracy）の『活性化』をもたらすかもしれないが、利益政
治・イデオロギー政治の『活性化』を招くかもしれない」と指摘する
（伊藤 2006:20）。そうであれば、（特に、教育委員の公選制・準公選制・公募制
を採用する自治体においては）この制度を採用しても、先に述べた外部の有
識者等による「教育監視委員会」といった中立性を監視する装置が必要
となるであろう。
第の「特殊専門性」についてである。これについて重要なことは、
先にも述べたように専門技術的知識に基づく科学性を、文科省が主導す
る特定のプロフェッションに専有させずに（新藤 2005:56）、教員にこだわ
らない外部の様々な専門家を広義の委員会の中に抱えて教育・教育行政
の「特殊専門性」を深化させ、具体的に展開していくことである。中央
教育行政制度の改革によって「タテの行政系列」から解き放たれた専門
家集団は普遍性を有する教育・教育行政理論に地域特殊性を加味して、
現場での効果的な精神的価値形成・人格的接触に貢献すべきである。そ
の時、文科省において学習指導要領やその手引き書の作成に携わった教
員集団は、各自治体の教育委員会において教育・教育行政の研究と同胞
へのアドバイスを行うということになるであろう。教育委員会には、当
然、そのための専門部署が必要となる。
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第章 第の選択肢としての「教育政府」の漸進的拡大
第章、第では、自治体における教育行政制度として、それぞれ首
長執行と教育委員会執行のつの選択肢を見てきた。しかし、中長期的
には、これらの選択肢に加えて筆者は「特定目的政府」としての「教育
政府」を追加することを提唱してきた（外川 2011;2012a;2012b;2013）。「教
育政府」とは、基礎自治体の区域を越えて柔軟に設置される学校教育に
特化した政府である（現在の教育委員会が所管する社会教育や生涯学習、文化・
スポーツ、文化財保護等は一般目的政府の首長部局の所管とする）。こうした構想
の基本にあるのは、「自らの『政府』は自ら設計するという根本的発想
にこそ普遍性がある」（塩野 2004:43）といった地方自治の中核的原理で
ある。団体自治と住民自治の統合は、結果的にこうした原理に行きつく
ことになるはずである。しかし、一般的には「総合性」・「一般性」を備
えた自治体からなる自治制度は、わが国の国情に最もふさわしいと認識
されている（市川 2011:352-5）のが事実であり
14)
、また教育行政学者の中
にも、「特定目的政府」であるアメリカの学区等は地方政府の断片化を
招来するとの懸念を抱く者がいない訳ではないが（小川・勝野 2012:
ch.4）、こうした「官治の陰を残す自治」の制度理論（新藤 2002:3）に固
執している限り、地方自治の発展・深化は望めないと筆者は思う
15)
。
さて、この「教育政府」構想は、今井の提唱する「教育自治体」（今
井 2005
16)
）と類似する部分も多いが、異なる部分もある。詳細は、外川
（2013）に譲るが、以下では第章で挙げた考慮要素との関係について簡
単に見ておきたい。
「教育政府」は第の「総合性」の要素についていえば、「政治的中立
性」を最重視し教育行政執行の首長への「一元化」は捨て、一般目的政
府との協力・調整装置の設置によって、「総合性」を確保する道を選ぶ。
特にこの構想においては、一般目的政府と「教育政府」が「政府間関
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係」となることから、第、第の選択肢より厳格な協力・調整が必要
となる。両政府の間に法的裏付けを有する「協議の場」を制度化するこ
とは不可避であろう。ただし、この制度化にあたっては、特別の場合を
除き一般政府の首長を「拒否権プレイヤー」（veto player）として位置づ
けてはならない。また、「協議の場」で協議が整わない場合に備え住民
投票制度や新たな視点からの係争処理委員会・自治紛争調停制度を用意
しておくことも必要であろう。もちろん、協力・調整は、こうした制度
以外にもフォーマル・インフォーマルな方法によって重層的になされる
べきである。
第の「民主性」については、必ずしもレイマン・コントロールとプ
ロフェッショナル・リーダーシップの均衡による「民衆統制」という仕
組みにはこだわらない。このレイマン・コントロール原理が効果的に作
動すると、住民自らが考える地域については、この「原理」に基づく組
織機構を置き教育行政を執行すればよいし、この「原理」による「民衆
統制」は効果的に作動しないとする地域については、一般目的政府と同
様に学校教育に特化した議会議員を公選で選び、この教育議会が教育行
政の首班を選挙するという仕組みでもよいし、この教育議会が適任と思
う執行者を何らかの方法で選任するという仕組みでもよいであろう。い
ずれにしても、民主的政府である以上、公選職が必要となることはいう
までもない。
こうした「教育政府」を構想する最大の要因は、首長の教育行政執行
の「一元化」によっては、「政治的中立性」は確保できないという危
惧・懸念である。もっとも、住民自身が「政治的存在」であるため、こ
の「教育政府」も政治とは無縁な無色透明の存在ではあり得ないため、
特定の政党・個人の政治的イデオロギーの影響を受けないように、「外
部監視機構」の設置や政治イデオロギー排除のための装置を組み込むこ
とが必要であろう。これは、第、第の選択肢と同じである。
「特殊専門性」については、中央の教育行政機構が抜本的に変革され
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ていることを前提にしていることから、基幹的部分を除く教育内容の確
定や地域に根差した学習指導要領の策定などが必要となる。このため、
教育政府内には教育の専門家だけでなく、様々な分野の専門家や区域内
の諸学校と連携した教育公務員の適切な配置を行い、児童・生徒の人格
の完成に向けた効果的な研究・実践に取り組むべきである。
こうした「教育政府」は、その枠組みが自治的に決定した地域から、
順次、選択・導入されることになるが、この導入が進めば義務教育費国
庫負担制度・義務標準法と結びついた県費負担教職員制度という変則
的・非自治的な人事制度の改善にも結びつくことになる。
第章 結論的覚え書き
本稿では、分権改革以降、教育学者・教育行政学者・行政学者等の間
で議論されてきた教育委員会制度改革を念頭に置きつつ、団体自治の一
つを構成する自治組織権の拡大の観点から、自治体教育行政制度として
の教育委員会を「選択」できる制度構想を検討してきた。その際、出発
点として、現行の自治体においては、首長と教育委員会とによって教育
行政の執行が「二元化」されていること（筆者のいう「自治法─地教行法体
制」）を確認した。一般的に、自治体における教育行政は、すべてが教
育委員会によって執行されている訳ではなく、首長の「統轄権」に基づ
く総合調整権やそれを基底とした予算編成権・執行権、さらには財産取
得・処分権、議案提出権など、自治法に規定された諸権限によって、首
長は教育委員会とともに実際に教育行政を執行しているのである。しか
も、こうした首長の権限は、教育課程、学習指導、生徒指導などの教育
行政の「中核的内的事項」には及ばないものの、「外的事項」や一部の
「内的事項」を制約する働きをしており、実質的に教育委員会の権限を
「水平的」に統制する機能として作用していることを明らかにした。
次に、「中核的内的事項」については、文科省を頂点とする「タテの
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行政系列」によって「垂直的統制」が教育委員会に及んでいることを見
てきた。この「垂直的統制」は上方から下方への単純・一方的なもので
はなく、教育行政の政策共同体における下位組織構成員（教育長・教職員
等）の連携・協力（文科省への出向等）によって行使されており、その意
味で実に強固であり、首長といえども関与することは不可能であった。
しかし、この「タテの行政系列」の頂点に位置する文科省でさえも、
「中核的内的事項」を自らの裁量で決定・変更できる訳ではなく、政権
と政権政党の意向を排除することは困難である。このことを念頭に置く
と、中央の教育行政組織が特定の政党や個人のイデオロギーの影響を遮
断するよう変革されなければ、いかに自治体の教育行政制度を改革した
ところで、教育行政の「効果的展開」はあり得ないことから、中央の教
育行政制度改革も平行して進められなければならないことも指摘した。
こうした前提に立脚しながら、次に、これからの自治体教育行政制度
を構想する際に考慮すべき諸要素を取り上げた。それらの諸要素は、
「総合性」（「総合行政」）、「選択制」、「民主性」（「政治的正統性」）、「政治的
中立性」、「特殊専門性」であることを、その根拠を述べながら列挙し
た。ただし、これらの諸要素は、相互にトレード・オフの関係にあるも
のもあることから、具体的な制度設計においては、このトレード・オフ
関係を緩和する「緩衝装置」や「調整装置」の付加が極めて重要である
ことを指摘した。
その上で、自治体が首長、教育委員会のいずれかを選択して教育行政
執行を行える、制度の「選択制」を念頭に置いて、上で述べた考慮要素
と絡めながらその方向性を素描した。その際、特に後者については、現
行の「二元体制」、すなわち「自治法─地教行法体制」をどの程度変革
するかによって、その制度設計は微妙に異なってくることを示唆した。
さらに、中長期的には、制度設計におけるつの選択肢に、その権限
を学校教育に限定した「特定目的政府」である「教育政府」を加えるこ
とを提案した。この「教育政府」は、先の考慮要素のうち、特に「政治
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的中立性」を最重要の要素とする構想である。
90年代の後半から分権改革はある程度進んだが、十分かと問われる
と、いまだほど遠い状況にある。徹底した改革は、時間的に長期間を要
し空間的に広範にわたるので、一瀉千里にという訳にはいかない。した
がって、今後も分権改革は進めていかなければならないが、分権改革が
進展すればするほど地域の諸課題はますます「政治化」する。こうした
諸課題の中で教育行政領域が占める割合は決して小さくないことは誰も
が認識しているところである。だが、こうした「政治化」を通して、広
く地域住民が活発に討議を行い、その結果、諸課題の熟慮的解決に至る
のであれば、「政治化」を危惧する必要はさらさらない。
しかし、分権改革は、もう一方で首長の権限を強大化した。そのこと
によって石原都政や橋下大阪府政・市政などでは「首長の暴走」が起こ
ったが、さらなる分権改革の進展によって首長の権限はより一層拡大す
るため、「首長の暴走」にはますます拍車がかかる可能性がある。かと
いって、教育委員会の権限強化が望ましいか否かは「証明」されている
訳ではない。その中核原理であるレイマン・コントロールとプロフェッ
ショナル・リーダーシップがかつて「均衡解」をもたらしたことがある
か否かは「証明」されていないのである。そういう意味では、効果的に
機能したことがない教育委員会に対してその「形骸化」や「機能不全」
を強調しても説得的ではないともいえる。
したがって、今後の自治体教育行政制度を考えていく際には、様々な
制度設計を許容し、どのような設計が効果的な教育行政に寄与するか、
ある意味の「検証」を試みていかなければならないのではないか。その
際の制度設計については、教育学・教育行政学の理論に加えて、行政
学・地方自治論からの洞察も必要となる。これらの学問は、その理論を
組み合わせて複数の制度設計の選択肢を提供する必要がある。そして、
その選択肢からどの制度設計を選ぶかは、まさに地域住民の熟議に依拠
することになるのである。
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注） 分権改革以降、展開された「教育委員会論争」においては、具体性の程度に相
違はあるが、様々な制度改革が提案された。本稿ではこのうち教育委員会「選
択制」に特化して論じるが、これを今まで以上に具体的に論じることは、結局、
首長と教育委員会それぞれによる効果的な教育行政執行を論じることになるた
め、今後の議論の進展に寄与するものであると確信する。
） ここでいう「水平的統制」には、教育委員会の責任者としての教育長を（議会
の同意を得て）首長が任命することも包含されると考えてよい。以上で述べた
ように、首長は「外的事項」に関して、教育委員会を統制する形で、自ら教育
行政を執行しており、それは一部の「内的事項」にも及ぶのであるが、自らが
任命した教育長によって、首長による「水平的統制」の範囲と効果は増幅され
るからである。
） 堀・柳林は、「予算を伴う教育政策については、教育行政も既に総合行政の一
環として動いている」とするが（堀・柳林 2009:143）、「水平的統制」が首長の
予算編成・執行権だけに起因するものでないことは、以上の議論から理解でき
る。
） 教育学者・教育行政学者の間では、教育委員会法下の教育行政執行体制との比
較で地教行法下のそれを「地教行法体制」と呼ぶ者がいるが、筆者のいう「自
治法─地教行法体制」はそのような比較を直接の問題としている訳ではない。
） 青木によると、教員出身の府県の指導主事や教員が文科省初等中等教育局に、
教科調査官のポストで出向し、彼らがカリキュラムを実態的につくり解説書も
書いており、それが現場の教員に流れ、国のカリキュラムが普及していくとの
ことである（青木 2015:28）。また、新藤によると、全国都道府県教育長協議会
には、「部会」が置かれ、この部会の主査は府県の教育長が務め、これらに文科
省の担当官・国立教育政策研究所スタッフが加わり、問題事象に応じたマニュ
アルが作成され、文科省の「意思」として「タテの行政系列」に伝えられてい
るという（新藤 2013:152-4）。
） 青木は、わが国の教育行政システムは、すでに事実上エージェンシー化されて
おり、中央政府から見ると、地方政府はエージェンシーであり、地方政府から
見れば、学校もエージェンシーだとする（青木 2008:17）。
） 青木は、教育委員会の廃止論・任意設置論（選択論）ともプリンシパル（本
人）としての首長、エージェント（代理人）としての教育委員会という関係を
強調するものとして理解可能だとし（青木 2008:20）、村上も府県知事と市町村
長へのアンケート調査の分析によって、現行制度を政治学における本人代理人
論で見ると、首長は本人、教育長は代理人と捉えることが可能で、両者のエー
ジェンシー・スラック（agency slack）はほとんどないか、非常に小さいと推論
しているが（村上 2011:225）、第章、第章の議論を踏まえると、現在、教
育行政においては、「外的事項」、一部の「内的事項」については、首長がプリ
ンシパルであるが、「中核的内的事項」については、首長はプリンシパルたり得
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ないのであり、プリンシパルは文科省である。そう考えると、単純に首長がプ
リンシパル、教育委員会（教育長）がエージェントとすることはできない。
） 2000年分権改革で、自治法に条のが追加され、その項で自治体の「総合
性」（条文では「総合的」と表記されている。）が謳われるようになった。ただ
し、この条項による自治体（地方公共団体）は市町村と都道府県の両者を含む
ことに留意する必要がある。
	） シャルフの政治的正統性の議論を援用している他の文献に、例えば、次のもの
がある。小川（2003）、鈴木（2007）。また、英語文献としては、シャーマン
（C. Sharman）（2008）などがある。なお、パパドプロス（Y. Papadopulos 2003:
484）は、つの正統性の考え方に「スループット正統性」（throughput legiti-
macy）を加え、「入力」段階と「出力」段階の中途の「過程」の正統性をも問
題にしている。
10） 大阪市立桜宮高校バスケットボール部主将への顧問による体罰事件に端を発す
る、橋下徹元市長による教育委員会に対する体育系二学科の入試中止要請とそ
れを拒んだ場合の予算執行の停止という「脅迫」がその一例である。これ以外
の首長の政治イデオロギー的関与については、日本教育行政学会研究推進委員
会編（2014）所収の諸論文を参照されたい。
11） 本稿の視点とは異なるが、秋吉は、公共政策学の観点から見ると教育政策に関
して、「inの知識」については経験知が形式知化されており、潜在的な開放性が
あり、「ofの知識」については、特に「政策共同体」に関して一定の開放性を有
していることから、教育政策を特殊領域とみなすことには疑問であると唱えて
いる（秋吉 2015:66-7）。
12） 松下は、「社会教育行政は国民の市民性の未熟のうえにのみなりたつにすぎ」
ず、「自己教育ないし相互教育が市民の主体性ある活動」と説き、社会教育行政
の理論と社会教育行政による「指導・援助」は矛盾するなどと主張し、「社会教
育の終焉」を唱えた（松下 2003）。
13） しかし、樋口は、学校教育と並んで社会教育も、「教育を通じて子どもたちの
内面的価値の形成に関わるもの」とし、中立的運営の担保が必要とするが（樋
口 2006:9）、教育委員会所管の社会教育と首長部局の類似領域の諸事業とでは、
その境界領域が判然としておらず（教育行政制度研究会 2006:9）、厳密な区分
けは事実上不可能であるし、学校教育ほど子どもの「内面的価値形成」に決定
的な影響は与えないといえよう。
14） 市川は「自治体は、主要な政策領域を包括的に担当していることによって、分
野間の相互の連携をとることができ、課題解決の有効性も高まる。特定分野だ
け切り離されてしまっては、それが困難になるし、住民からもわかりにくい。
筆者には、特定目的自治体の積極的な容認は政府体系の複雑化・断片化という
負の結果を招くだけのように思われる」と主張している（市川 2011:355）。ま
た、礒崎も、「地域における事務は相互に関連していることから、『特定目的』
に限定した自治体を設けてもこれが機能するかが問題となる」とし、「現行の府
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県制度に『特定目的の自治体』制度を組み込むことには無理がある」と結論付
けている（礒崎 2010:61）。
15） こうした本質的議論とは別に、「教育政府」構想は、一見すると多額の制度コ
ストを必要とするため、財政的に厳しい状況にある今日、その導入は難しいと
いった意見もあるに違いない。しかし、今まで見てきたように、全ての考慮要
素を具備し効果的な教育行政機構を構築しようとすると、①中央の教育行政制
度の変革も平行して必要であること、②首長、教育委員会いずれの教育行政執
行でもそれなりの制度コストが必要となることなどから、財政的に見ると、「教
育政府」構想だけが突出して多額の財政資金を要する訳ではないことが理解で
きる。
16） 今井は、彼が提唱する「教育自治体」を、「政治的対立をできる限り排除する
合議制機関を合意形成機構としてもち、ナショナルミニマムとは独立したシビ
ルミニマムを保障する政治・行政組織であり、自治体区域の内外において柔軟
に編成し得る、市民自治の貫かれた自治体教育行政機構」と定義している（今
井 2005:22-3）。
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